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飯田市立病院の経営健全化に向けた取組状況と令和７年度決算見込みについて 

市立病院  

１ 令和７年度の経営健全化の取組と決算見込み（総括） 

令和６年度決算では自治体病院の約９割が自治体からの繰出金を入れてもなお経常収支が

赤字となっており、病院の経営環境は大きく悪化。医業収益の大部分を占める診療報酬は公

定価格であり、人件費の上昇や物価高騰による影響を独自に価格に転嫁することができない

ことが要因の一つである。医療の質を守りながら地域医療の中核を担う病院として市民に信

頼されるためにも、これまで以上に健全な経営が求められていると認識。経営健全化に向け

て、「過去の延長線上に未来はないという危機感をもち」「マインドセットを改め、別次元の

取組を実行していく」ことを標榜して、収益増の取組、費用削減の取組を進めてきた。 

マインドセットを改めるというところでは、これまでは凡庸な目標や指標を設定してきた

が、行動に移せていないと分析し、小さな目標の達成、改善の取組を積み上げていくことが

重要と考え、当院では内科・外科で大きく括っていた診療科を細分化し、分析の強化と見え

る化を進めながら行動変容を促そうとしてきた。例えば、「損益分岐点から考えた診療科別

の入院目標の設定」と取組では、「入院が必要な場合は入院させているので目標設定はなじ

まない」「達成が難しい目標設定は現場のやる気が低下する」など批判を受けたが、各診療

科の現状や全体への影響がわかりやすくなったと考えている。また、院内グループウェアを

活用して経営企画会議で検討した取組の周知と徹底を推進することにより、経営陣だけでな

く、職員にも経営への意識の醸成を図るとともに、業務などに対する意識改善も図ってきた。 

しかし、賃上げや物価高騰の影響は昨年度以上に大きく、単月での入院や外来の収益はキ

ープしつつも、費用はそれを大幅に上回る状況が続き、令和７年度決算見込みでの経常収支

は12億2千万余の損益（赤字）を見込んでいる。 

 

 

２ 令和７年度における経営健全化の具体的な取組 

(1)収益増の取組 

①症例数や検査件数の増加の取組 

ア.がんゲノム診療の開始 

イ.外来心臓リハビリテーションの稼働 

ウ.特別食加算、栄養食事指導料の算定率増加 

エ.リニアック（放射線治療措置）によるIMRT件数の増加 

②自費料金の見直し 

ア.死後処置（エンゼルケア）料、松葉杖貸与料の改定 

イ.差額ベッドの有効利用の推進 

③その他の収益 

ア.入院時の事前検査の徹底 

イ.請求間違いなど医事会計のトラブル低減 
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 (2)費用削減への取組 

①材料費へのアプローチ 

ア.診療材料の調達支援の活用強化 

イ.共同購入の推奨品(ＮＨＡ品)採用の推進 

ウ.在庫管理の徹底。 

②委託料の見直し 

ア.十分な審議と経営的視点による委託料の見直し（検討なき継続はしない） 

イ.内製化の検討。 

③人件費削減への取組 

ア.超勤の削減。 

(3)その他の重要な取組 

①会計事務所コンサルの活用による原価計算の推進 

②次世代病床管理システムの導入 

③手術支援ロボット「ヒノトリ」の導入 

④ＥＴＬツール導入やＡＩ活用による医療ＤＸの推進 

 

３ 令和８年度の予算編成にかかるポイント及び経営健全化の取組 

 令和７年度は経営健全化に向けて細かい項目の見直しを積み重ねて院内全体で取り組んで

きたところである。抜本的な対策を見出せない状況であるが、令和８年度も令和７年度に引

き続いて病院の職員全体で意識を共有しながら出来る取組を進めていく。 

(1)収益増の取組ポイント 

①診療報酬改定による収益増 

令和８年６月からの診療報酬のプラス改定により収益の増収が見込まれる。次期診療報

酬改定では、(ｱ)救急搬送受入れ件数や全身麻酔による手術件数などで基準を満たす場

合に適用される急性期病院一般入院基本料、(ｲ)急性期総合体制加算の見直し、(ｳ)医師

確保をねらいとした地域医療体制確保加算などに注目している。 

②病床稼働率向上による入院収益増 

 病床管理システムの本稼働により看護師の適正配置とともに、病床稼働が向上するこ

とにより入院収益の増加が期待される。 

③がん化学療法による外来収益の増 

 がん化学療法による外来収益は、令和7年度に引き続いて高く推移すると見込む。が

んゲノム検査も順調に進むと、がん免疫チェックポイント阻害薬など高額な薬剤が使用

されることから、医療費用の薬品費を押し上げることになる。 

④管理加算、室料差額、自費料金の適正徴収 

⑤会議室使用料や駐車場利用料の徴収 

(2)費用削減への取組のポイント 

①原価計算による課題の抽出及び対策の実行 
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②調達支援の有効活用、ＮＨＡ品の採用推進 

(3)その他重要な取組 

 ①手術支援ロボットの稼働 

②高額医療機器では脳神経外科の手術顕微鏡を更新して若手医師の確保と定着を図る 

③周産期病棟の療養環境改善のための個室化整備 

④医療ＤＸの推進と、電子カルテ・医事会計システムの更新 

 医療ＤＸは単に電子化を進める段階からデータの利活用を軸とした医療の質と効率

化を同時に高める段階へ移行してきている。また、電子カルテを診療資源として捉え直

して医師の診療プロセスを標準化することで、診療の質の向上と医療資源の効率的な活

用を目指す。さらに、経営面では、電子カルテデータを指標管理や経営分析に活用して

診療報酬改定への対応や経営戦略の意思決定を迅速化する。 

 ⑤病院のブランディング強化としての病院祭の開催 

 ⑥戦略的な広報や選ばれる病院としてのクラウドファンディング 

 ⑦治験の推進 

⑧病棟見直し（病棟再編）による病床削減 

県が推進する地域医療構想策定への関わりから病院機能のあり方の見直しやダウンサ

イジングの必要から、看護配置の適正化とともに病床数の適正化（削減）の検討を進め

る。 

⑨人件費の抑制 

医師や看護師等の働き方改革の推進による超勤手当の抑制 

非常勤医師・パート医師の見直し 

⑩救急医療 

救急医療では医療体制や診療材料など多くの医療資源を要する。飯田下伊那二次医療圏

において３次救急医療全般と２次救急医療の約半数を担っている当院の救命救急センター

が持続的に運営できるよう努める。 
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４ 病院事業会計予算、決算見込の予定損益計算書の比較   （単位：千円，消費税抜） 

 

 

 

５ 経営強化プランの実施状況について 

＜経営強化プラン上の数値との差額＞         （単位：百万円，消費税抜） 

 

〇令和４年度に策定した経営強化プランでは、令和４年度から令和９年度の６年間で経常収

支を黒字化する目標設定をしている。 

〇新型コロナウイルス感染症の病床確保補助金が縮減した令和５年度以降、収益が全体で減

少するとともに、人件費の上昇や物価上昇による材料費や経費が増大し、収支が赤字とな

るとともに年々純損益が増大。経営強化プランの設定値と乖離した状況となっている。 

 


